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É 世界の医療市場は、2001年から2010年まで毎年平均8.7％で成長。2010年の市場規模は

約520兆円（医療機器約20兆円、医薬品約70兆円、医療サービス約430兆円）【図表１】。 

É 医療機器市場の地域別内訳では、米国（約8兆円）、欧州（約6兆円）の市場規模が大き
く、日本はこれに次ぐ3番目（約2兆円）【図表２】。 

É 今後、平均寿命の延伸と出生率の低下により、世界の60歳以上の人口は、現在の8.9億
人から2050年には24億人に増加（「世界人口白書2011」）し、医療ニーズが拡大する見込
み。また、新興国では経済水準は向上しても、低い医療水準等により平均寿命が短いな
ど様々な課題があり、また、高度な医療サービスへの需要が高まっている。 

資料 

１． 世界の医療市場の動向  

É 日本企業は診断系機器を得意とし、軟性内視鏡で世界シェアほぼ100％、CTや超音波診
断装置で同20~30%を有する【図表３】ほか、がん治療における粒子線治療装置でも強みを
有する。 

É また、国民皆保険制度に基づく均質で質の高い医療サービスへのアクセス、母子手帳に象
徴される高度な母子保健の実施等により、我が国の乳幼児死亡率は世界で最低水準、平
均寿命は世界で最高水準となっており、日本の保健医療サービス体制は国際的にも高い
評価を得ている。我が国の層の厚い医療サービス基盤を生かした公的保険外の医療周辺
サービス（糖尿病の疾病予防、生活支援サービス等）や必要となる在宅デバイス（健康管理
機器等）、遠隔医療など医療ＩＣＴの振興も世界最先端の取り組みが進展。 

É しかしながら、世界の医療機器市場全体では欧米企業が圧倒的なシェアを占め、日本企業
のシェアは低い（東芝メディカルシステムズ16位、オリンパス18位等）【図表４】。 

É 日本の医療機器市場は約２兆円であるが、品目毎の市場規模が小さく（品目数約１５万）、
国内市場のみでは企業の商品開発が進みにくいこともあり、治療系機器（人工関節、ペー
スメーカー等）を中心に輸入超過幅が増大【図表５】。医療サービスとともに海外市場開拓
を視野に入れることで､日本企業の市場参入、開発投資を促進することが有効。 

２． 日本の医療機器および医療サービスの競争力 

図表１：世界の医療市場 
（兆円） 

図表５：国内医療機器市場の貿易収支推移 

３． 政府の医療分野に関する戦略 

 

 

日本再生戦略 （ライフ成長戦略・工程表）（抄） 

第１７回パッケージ型インフラ海外展開関係大臣会合 
テーマ：医療分野について（案） 

５．医療の国際化推進 
  医療サービスと医療機器が一体
となった海外展開・基盤の整備 等 

1 

海外市場での医療機器・サービス等ヘルスケ
ア関連産業での日本企業の獲得市場規模 
   約２０兆円（2020年までの目標） 

（出典：厚労省資料をもとに内閣官房作成） 
（出典：厚労省 薬事工業生産動態統計年報） 

 
 

医療イノベーション５か年戦略（抄）  

【医療イノベーションによる成長戦略】 
¸ 国内の研究開発環境を改善。日本を国内外の研究者が集ま

る魅力的な場に。 
¸ 日本の医療をパッケージインフラのソフト版として海外に展

開。海外から国内へも呼び込む。 
 ⇒日本式の医療を世界に広め、日本の医療産業の市場拡大・ 
   大きな成長を目指す。 

図表４：世界の医療機器企業の売上高（2007年） 

（注）日本式医療サービスの海外での提供・機器等の輸出を「アウトバウンド」、国内への外国人患者、医療関
係者の受入れ等を「インバウンド」とし、双方を促進の対象とする。 
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図表３：医療機器別世界シェア 

（出典：各種資料をもと
に内閣官房作成） 

図表２：地域別医療機器市場 
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    （出典：Medical Market Future Fact Book） 
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（注）2010のみ内訳記載。（出典：WHO データ等をもとに内閣官房作成） 

億円 



①日本の医療サービス・機器が一体となった海外展開促進 
 相手国の医療ニーズに応じ、我が国が強みを有する診断・治療技術や周辺サービス、医療
機器・システム・ICT等による日本式医療を一体的に海外に展開。 

É 実施中の事業性調査【図表６】等を踏まえ、諸外国の状況把握や関係者の協力体制構築
を進め、トップセールス等を通じ本格実施【経産省＋関係省庁】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
É 諸外国の医薬品・医療機器産業情報の確保【厚労省】 
É 公的ファイナンスによる支援【JICA（右ページ②参照）、JBIC、NEXI、産業革新機構】 
É 医療機器の海外展開支援サービス（新興国でのマーケティング支援、有力海外見本市へ

の出展、ビジネスミッション派遣等）の実施【JETRO】 

②日本式医療の海外協力の実施（ODAによる支援） 

  無償・技協（注）による我が国の優れた医療機材・機材管理システムの提供や人材の派遣・育
成、保健医療制度の構築支援等総合的な支援を通じ、「人間の安全保障」の重要な柱の一つ
である相手国の保健医療の向上に貢献し、開発途上国における我が国の外交的プレゼンス
の向上につなげていくとともに、医療の海外展開の観点からも、こうした支援の成果を円借款
でスケールアップし、民間資金等による継続的な事業に繋げることで、日本式医療の定着を図
るとともに、我が国の医療関係機関とのネットワーク強化を図る【外務省・JICA】。 

 （注）保健医療分野における技協・無償の実績は、各々439件（1988年度以降）および732件（1977年度以降） 

 

 

 

 

 

 

＜事例＞ 
É ベトナム地方病院医療開発計画（第二期） 
Å 10の省レベル病院の整備を円借款（86.9億円）で支援（無償・技協及び第一期円借款で供与した機材（超

音波診断装置等）が呼び水となりSTEPでの支援が実現） 
É バングラデシュ母子保健改善計画 
Å 自治体や医療機関関係者への研修、病院・診療所等の施設の整備等を円借款（50.4億円）により支援（技

協の成果を円借款でスケールアップ）。 

資料 ４． 医療の海外展開に向けた取組み 

（１）相手国のニーズに合わせた日本の医療サービス・機器の海外展開（アウトバウンド） 

（２）国内医療機関への外国人患者・医療関係者等の受入れ（インバウンド） 

 日本式医療を行う海外・日本の医療機関等が窓口となり、我が国での高度な医療サービスに
よる診断・治療や、研修等を希望する外国人を円滑に受け入れる仕組みを構築し、日本式医療
のブランド化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）中長期的に日本の医療機器・技術の海外展開に資する取組（アウトバウンド・インバウンド） 

 再生医療、個別化医療など先進的な医療技術分野における研究開発支援や海外展開支援、
国際標準化への取組み等を通じ我が国の存在感を高め、海外の医療従事者が日本で日本式
医療を学ぶ流れを作る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

É 再生医療や放射線・粒子線によるがん治療の研究開発・海外展開に向けた取組みの支援
【文科省・経産省】 

  ＜例：重粒子線がん治療における海外展開に向けた取組み＞ 
   Ÿ人材育成、治療プロトコールの標準化、治療の高度化や施設の小型化等の研究開発 

É 日本主導のグローバル臨床研究拠点を整備し、アジア特有の疾患等を対象とした医療技
術を日本主導で確立【厚労省】 

É 医薬品・医療機器の規制の国際整合化、医療ICTにおける国際標準化の流れにおいて、我
が国の医療機器・システム等の諸外国への導入が円滑に行われるよう、関係省庁や業界
が連携して、我が国の発言力を強化【厚労省・総務省・経産省】 
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É 医療の国際化支援組織（Medical Excellence Japan：MEJ）を通じた外国人患者等の受入
れ（「外国人患者受入カタログ」の作成等）【経産省】 

É 医療滞在ビザによる受入円滑化【外務省】 

É 第三者機関（日本医療教育財団）が日本の医療機関の外国人受入体制等について審査・
認証する外国人患者受入れ医療機関認証制度（平成24年7月スタート）の活用【厚労省】 

É 海外での認知度向上や国内受入環境の整備（官民で情報共有する連絡会の設置等）【国
交省】 

É 外国からの医療従事者・医学生等の受入れ（大学・ナショナルセンター等における研修生・
留学生等の受入れ支援、医科系大学による国際交流促進、臨床修練制度の見直し、EPA

に基づく看護師・介護福祉士候補者の受入れ等）【厚労省・文科省・外務省】 

図表６：日本の医療機器・サービスの海外展開に関する調査事業 

（出典：経産省資料をもとに内閣官房作成） 


